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表紙

電子提供措置の開始日　2024年５月30日

第70回定時株主総会の招集に際しての
電子提供措置事項

（交付書面に記載のない事項）

● 連結計算書類

「連結株主資本等変動計算書」

「連結注記表」

● 計算書類

「株主資本等変動計算書」

「個別注記表」

第70期

（2023年４月１日から2024年３月31日まで）

ゼリア新薬工業株式会社

上記事項につきましては、法令および当社定款の規定に基づき、書面交
付請求をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記
載書面）への記載を省略しております。
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 6,593,398 11,685,121 53,462,589 △18,264,989 53,476,120

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,939,526 △1,939,526

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

7,731,262 7,731,262

自 己 株 式 の 取 得 △821 △821

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － 5,791,736 △821 5,790,915

当 期 末 残 高 6,593,398 11,685,121 59,254,325 △18,265,810 59,267,035

（単位：千円）

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非 支 配
株主持分

純資産合計その他有
価証券評
価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る調
整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 △314,469 8,015,623 4,272,642 11,973,796 230,793 65,680,710

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,939,526

親会社株主に帰属
する当期純利益

7,731,262

自己株式の取得 △821

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

2,316,041 6,644,681 △578,992 8,381,730 △24,564 8,357,166

当 期 変 動 額 合 計 2,316,041 6,644,681 △578,992 8,381,730 △24,564 14,148,081

当 期 末 残 高 2,001,571 14,660,305 3,693,650 20,355,527 206,229 79,828,792

－ 1 －
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連結注記表

連結注記表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
1. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

　連結子会社の数及び名称……　18社

Tillotts Pharma AG

Tillotts Pharma AB

Tillotts Pharma Ltd.

Tillotts Pharma UK Ltd.

Tillotts Pharma Czech s.r.o.

Tillotts Pharma Spain S.L.U.

Tillotts Pharma GmbH

Tillotts Pharma France SAS

Tillotts Pharma Italy srl

Pharmaceutical Joint Stock Company of February 3rd

ZPD A/S

ゼリアヘルスウエイ㈱

イオナ インターナショナル㈱

健創製薬㈱

㈱ゼービス

㈱ゼリアップ

その他連結子会社２社

当連結会計年度において、連結の範囲に含める子会社を

新たに１社設立しております。

(2) 主要な非連結子会社の名称……ゼリア商事㈱、㈱ゼリアエコテック

非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総

資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等は、いずれ

も連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連

結の範囲から除外しております。

2. 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数並びに名称　１社

Mage Biologics Inc.

当社の連結子会社であるTillotts Pharma AG がTVM 

Capital LifeScience と の 共 同 出 資 に よ りMage 

Biologics Inc.を新たに設立し関連会社に該当すること

となったため、当連結会計年度から持分法適用の範囲に

含めております。

なお、持分法を適用した非連結子会社はありません。

(2) 持分法を適用しない非連結子会社のうち主要な会社等の名称

ゼリア商事㈱、㈱ゼリアエコテック

持分法を適用しない非連結子会社は、当期純損益及び利

益剰余金等からみて、持分法の対象から除いても連結計

算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても

重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しており

ます。

－ 2 －
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連結注記表

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産…………………

（リース資産を除く）

建 物 及 び 構 築 物 ３～50年

機械装置及び運搬具 ２～15年

埼玉工場（倉庫を含む）及び筑波工場は定額法、その他

は定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日

以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016

年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ

いては、定額法を採用しております。また、在外連結子

会社は定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　

(3) 持分法適用手続に関する特記事項

　持分法適用会社であるMage Biologics Inc.については、決算日が連結決算日と異なる

ため、同社の直近の事業年度に係る計算書類を使用しております。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、Tillotts Pharma AG、Pharmaceutical Joint Stock Company of 

February 3rd及びZPD A/S等の在外連結子会社の決算日は12月31日であります。

　連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。ただ

し、１月１日から連結決算日である３月31日までの期間に発生した重要な取引について、

連結上必要な調整を行っております。

4. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

…………時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定しております。）

市場価格のない株式等…移動平均法による原価法

② デリバティブの評価基準及び評価方法

……………時価法

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

……………主として総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定しております。）

② 無形固定資産…………………定額法

（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウエアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま

す。

③ リース資産……………………所有権移転外ファイナンス・リース取引については、リ

ース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を

採用しております。

④ 長期前払費用…………………定額法

－ 3 －
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連結注記表

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金……………………当連結会計年度末における売上債権等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金……………………従業員に対して翌連結会計年度以降支給の賞与に備える

ため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度負担額を

計上しております。

(4) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

① 退職給付に係る会計処理の方法

・退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰

属させる方法については、給付算定式基準によっております。

・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処理しております。

・未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理方法

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、

純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上し

ております。

② 収益及び費用の計上基準

当社グループは、医療用医薬品事業及びコンシューマーヘルスケア事業の製品の製

造、販売並びに商品の販売を主な事業としております。これらの製商品の販売につい

ては製商品が顧客に検収された時点において顧客が当該製商品に対する支配を獲得

し、履行義務が充足されると判断していることから、通常は製商品が顧客に検収され

た時点で収益を認識しております。国内の販売においては、出荷時から顧客による検

収時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。ま

た、収益は顧客との契約において約束された対価から返品、値引き及び割戻し等を控

除した金額で測定しております。控除した金額のうち得意先に支払われる割戻しや販

売奨励金等のうち支払いが確定しているもの以外については、契約内容や過去の実績

値等を考慮し、重要な戻入が生じない可能性が高い範囲で見積り計上しております。

取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含

まれておりません。

なお、一部の連結子会社では、得意先に付与したポイントを履行義務として識別し、

独立販売価格を基礎として取引価格の配分を行い、ポイントが使用された時点で収益

を認識しております。

③ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。なお、在外連結子会社の資産及び負債は、在外連結子

会社の決算日における直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は、当該在外

連結子会社の会計期間に基づく期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産

の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上しております。

－ 4 －
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連結注記表

現金及び預金(定期預金) 125,000千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 38,593,184千円

3. 契約負債

次の契約負債が流動負債の「その他」に含まれております。

契約負債 34,916千円

4. 偶発債務 ゼリア共済会（従業員）借入債務保証 80,000千円

④ 重要なヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている

為替予約等については、振当処理を行っております。

⑤ のれんの償却方法及び償却期間

Tillotts Pharma AG、Pharmaceutical Joint Stock Company of February 3rd及び

ZPD A/Sののれんの償却については、20年間の定額法により償却を行っております。

（連結貸借対照表に関する注記）
1. 担保に供している資産

　本資産は、医薬品の製造販売に係る契約金及び技術指導料契約債務の担保に供しておりま

す。

（連結損益計算書に関する注記）
1. 顧客との契約から生じる収益

　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載してお

りません。顧客との契約から生じる収益の金額は、連結注記表「（収益認識に関する注記）1.

顧客との契約から生じる収益を分解した情報」に記載しております。

2. のれん償却額（特別損失）

　Pharmaceutical Joint Stock Company of February 3rd の業績が事業計画を下回っており

実質価額が著しく低下していると判断した結果、個別の計算書類において同社関係会社株式の

簿価を実質価額まで減損処理したため、会計制度委員会報告第７号「連結財務諸表における資

本連結手続に関する実務指針」（2024年３月22日改正 日本公認会計士協会）第32項の規定に

基づき、のれん償却額（476,992千円）を特別損失に計上しております。

－ 5 －
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連結注記表

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普通株式(株) 53,119,190 － － 53,119,190

決 議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配 当 額

(円)
基 準 日 効力発生日

2023年６月29日
定 時 株 主 総 会

普通株式 969,764 22.00
2023年

３月31日
2023年

６月30日

2023年11月１日
取 締 役 会

普通株式 969,761 22.00
2023年

９月30日
2023年

12月１日

決 議 予 定
株式の
種　類

配当の
原　資

配当金の
総　額

（千円）

１株当たり
配　当　額
（円）

基準日
効　力
発生日

2 0 2 4年６月2 7日
定 時 株 主 総 会

普通株式
利　益
剰余金

969,756 22.00
2024年

３月31日
2024年
６月28日

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1. 発行済株式の総数に関する事項

2. 剰余金の配当に関する事項

(1) 配当金支払額

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末

日後となるもの

－ 6 －



2024/05/23 16:45:11 / 23069902_ゼリア新薬工業株式会社_招集通知

連結注記表

（金融商品に関する注記）
1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、医薬品の製造販売に係る業務を遂行するために必要な設備投資、研究

開発投資のための資金及び短期的な運転資金を主に銀行借入により調達しております。ま

た、一時的な余資は流動性の高い金融商品で運用し、その後、運転資金として利用するこ

とを基本としております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用してお

り、投機的な取引は一切行っておりません。

(2) 金融商品の内容およびそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、得意先の信用リスクに晒されております。投資

有価証券は主に業務上の関係を有する企業の株式でありますが、市場価格の変動リスクに

晒されております。

　営業債務である買掛金は、そのほとんどが６ヶ月以内の短期の債務でありますが、その

一部は外貨建ての債務であり、為替の変動リスクに晒されております。また、決済時の流

動性リスクについても留意が必要であります。

　借入金は、設備投資、研究開発投資のための資金と短期的な運転資金の調達を目的とし

たもので、長期借入金は特殊なものを除き、返済（償還）期間を３年～10年に設定の上、

調達しております。金利は主に市場金利をベースとした変動金利であり、金利の変動リス

クに留意が必要であります。

　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債務に係る為替の変動リスクのヘッジを目的とし

た先物為替予約取引であります。なお、当社グループのヘッジ会計に関する方針について

は、前述の「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等」の「4．

会計方針に関する事項 (4)④重要なヘッジ会計の方法」をご覧ください。

(3) 金融商品に対するリスク管理体制

① 信用リスクについて

　当社では営業本部内に債権管理担当部門を設け、販売システムより出力される各種

帳票に基づき、各得意先からの回収状況を継続的にモニタリングする体制としており

ます。また、各得意先に対する与信限度の設定に係る権限を営業本部ではなく、管理

本部の権限とするとともに、回収までの期間が長期化する等の事態が発生した場合に

は、管理本部に属する各支店管理室長が本部とともにモニタリングに関与する体制と

しており、相互に牽制し、リスクの軽減を図っております。

　また、デリバティブ取引にあたっては、契約先を信用力の高い本邦の大手銀行と

し、信用リスクの軽減を図っております。

② 市場リスクについて

　外貨建て営業債務については、経理部が相場変動を継続的にフォローし、先物為替

予約取引の実施により、為替変動リスクの低減を図っております。また、長期借入金

の金利変動リスクについても経理部が所管し、金利動向をフォローするとともに、金

利上昇リスク軽減のための金利スワップの実行について検討しております。

　投資有価証券の価格変動リスクについては、毎月度の役員会に担当役員より前月末

時点の保有状況と時価が報告され、それに基づき、役員会にて今後の対応を検討する

体制としております。

－ 7 －
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連結注記表

連 結 貸 借 対 照 表
計 上 額

時 価 差 額

(1) 投資有価証券
その他有価証券

8,444,791 8,444,791 －

(2) 長期借入金 （7,943,800） （7,887,391） （△56,408）

(3) デリバティブ取引 － － －

③ 流動性リスクについて

　当社グループでは取引銀行６行と当座貸越契約並びに貸出コミットメント契約を締

結し、総枠で33,450,000千円の極度枠（2024年３月末の未利用額は10,225,240千円）

を確保しております。

　また、経理部では各部門からの報告に基づき、月次で資金繰計画を作成の上、管理

する体制としており、万全を期しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい

るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

2. 金融商品の時価等に関する事項

　2024年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額700,363千

円）は「その他有価証券」には含めておりません。また、現金は注記を省略しており、預

金、受取手形、売掛金、買掛金、短期借入金及び未払法人税等については短期間で決済さ

れるため、時価が帳簿価額と近似していることから、記載を省略しております。

（単位：千円）

負債に計上されているものについては（ ）で示しております。また、デリバティブ取引によっ

て生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる場合には、（ ）で

示しております。

3. 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形

成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格に

より算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット

以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイ

ンプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が も低いレベル

に時価を分類しております。

－ 8 －
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連結注記表

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 8,444,791 － － 8,444,791

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 7,887,391 － 7,887,391

(1) 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：千円）

(2) 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

(注)時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されて

いるため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

デリバティブ取引

為替予約の時価は、為替レート等の観察可能なインプットを用いて算定しており、レ

ベル２の時価に分類しております。

長期借入金

長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利が反映されることか

ら、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっておりま

す。固定金利によるものは、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想

定される利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類して

おります。

－ 9 －
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連結貸借対照表計上額

当連結会計年度末の時価
当連結会計年度期首
残 高

当 連 結 会 計 年 度
増 減 額

当連結会計年度末
残 高

1,621,617 △3,343 1,618,273 2,127,590

報告セグメント

その他

（注）１
合計医療用

医薬品事業

コンシュー

マーヘルス

ケア事業

計

売上高

アサコール 20,918,274 － 20,918,274 － 20,918,274

ディフィクリア 13,508,647 － 13,508,647 － 13,508,647

エントコート 5,416,293 － 5,416,293 － 5,416,293

アコファイド 3,067,339 － 3,067,339 － 3,067,339

ヘパリーゼ群 － 10,968,611 10,968,611 － 10,968,611

コンドロイチン群 － 5,752,050 5,752,050 － 5,752,050

ウィズワン群 － 1,292,304 1,292,304 － 1,292,304

その他 6,661,010 7,985,805 14,646,815 40,108 14,686,924

顧客との契約から生じ

る収益
49,571,565 25,998,771 75,570,336 40,108 75,610,445

その他の収益（注）２ － － － 114,629 114,629

外部顧客への売上高 49,571,565 25,998,771 75,570,336 154,738 75,725,075

（賃貸等不動産に関する注記）
　当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域において賃貸用オフィスビル等（土地

を含む）を有しております。当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減

額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：千円）

（注）1. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除し

た金額であります。

2. 当連結会計年度末の時価は、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えら

れる指標に基づく価格によっております。

3. 当連結会計年度減少額は、減価償却の実施に伴う減少から一部の賃貸等不動産への改

修工事の実施による簿価の増加を控除したものであります。

4. 当連結会計年度末残高には、将来自社グループにて利用予定の不動産（738,547千

円）を含めております。

5. 2024年３月期における当該賃貸等不動産に関する営業損益は43,088千円（賃貸収入は

売上高に、賃貸費用は売上原価並びに販売費及び一般管理費に計上しております）で

あります。

（収益認識に関する注記）
1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

－ 10 －
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2023年４月１日 2024年３月31日

顧客との契約から生じた債権 17,512,925 21,249,302

契約負債 37,397 34,916

1. １株当たり純資産額 1,806円33銭

2. １株当たり当期純利益 175円39銭

（注）1. 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理

業及び不動産業等の事業を含んでおります。

2. その他の収益は、不動産賃貸収入等によるものであります。

2. 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結計算書類作成

のための基本となる重要な事項に関する注記等」の「4.会計方針に関する事項(4)②収益

及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

3. 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

(1) 契約負債の残高

　契約負債は、一部の連結子会社が得意先に付与したポイントのうち、期末時点において

履行義務を充足していないポイント残高の対価であり、連結貸借対照表上、流動負債のそ

の他に含まれております。

　顧客との契約から生じた債権及び契約負債の残高は以下のとおりであります。

（単位：千円）

(2) 残存履行義務に配分した取引価格

　当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の

便法を適用し、当初に予想される契約期間が１年以内の契約、及び売上高又は使用量に基

づくロイヤルティについては、注記の対象に含めておりません。未充足の履行義務は当連

結会計年度末において34,916千円であります。当該履行義務は、コンシューマーヘルスケ

ア事業における得意先に付与したポイントに関するものであり、期末日後１年以内にすべ

て収益として認識されると見込んでおります。

（１株当たり情報に関する注記）

（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。

（その他の注記）
　連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表に記載の金額

は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 11 －
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当 期 首 残 高 6,593,398 5,397,490 7,318,927 12,716,418

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

自己株式の取得

株主資本以外の項目の当期変動額

( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ―

当 期 末 残 高 6,593,398 5,397,490 7,318,927 12,716,418

（単位：千円）

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金

利益剰余金合計
別 途 積 立 金 繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 1,648,349 33,959,000 1,685,506 37,292,856

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,939,526 △1,939,526

当 期 純 利 益 1,636,470 1,636,470

自己株式の取得

株主資本以外の項目の当期変動額

( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 ― ― △303,055 △303,055

当 期 末 残 高 1,648,349 33,959,000 1,382,450 36,989,800

－ 12 －
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（単位：千円）

株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計
自 己 株 式

株 主 資 本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △18,264,989 38,337,683 △314,634 △314,634 38,023,049

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,939,526 △1,939,526

当 期 純 利 益 1,636,470 1,636,470

自己株式の取得 △821 △821 △821

株主資本以外の項目の当期変動額

( 純 額 )
2,315,905 2,315,905 2,315,905

当 期 変 動 額 合 計 △821 △303,877 2,315,905 2,315,905 2,012,028

当 期 末 残 高 △18,265,810 38,033,806 2,001,271 2,001,271 40,035,077
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2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産……………………………

（リース資産を除く）

埼玉工場（倉庫を含む）及び筑波工場は定額法、

その他は定率法を採用しております。ただし、

1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設

備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については、定額法を採

用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建　　　   　　物　　３～50年

機 械 及 び 装 置　　２～８年

個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式……………………………移動平均法による原価法

② その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの … 時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定しておりま

す。）

市場価格のない株式等…………………移動平均法による原価法

(2) デリバティブ等の評価基準及び評価方法

デリバティブ……………………………時価法

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

製品・商品・仕掛品……………………総平均法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定しております。）

原材料・半製品…………………………月別総平均法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定しております。）

未着品……………………………………個別法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定しております。）

貯蔵品…………………………………… 終仕入原価法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定しております。）

(2) 無形固定資産……………………………定額法

（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウエアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。
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個別注記表

(3) リース資産………………………………所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法を採用しております。

(4) 長期前払費用……………………………定額法

3. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金………………………………当事業年度末における売上債権等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

(2) 賞与引当金………………………………従業員に対して翌事業年度以降支給の賞与に備え

るため、将来の支給見込額のうち当事業年度負担

額を計上しております。

(3) 退職給付引当金…………………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額

を当事業年度末までの期間に帰属させる方法に

ついては、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理

方法

過去勤務費用については、その発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により費用処理しており

ます。

数理計算上の差異については、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法により按分し

た額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処

理しております。

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費

用の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照

表と異なります。

4. 収益及び費用の計上基準

　当社は、医療用医薬品事業及びコンシューマーヘルスケア事業の製品の製造、販売並び

に商品の販売を主な事業としております。これらの製商品の販売については製商品が顧客

に検収された時点において顧客が当該製商品に対する支配を獲得し、履行義務が充足され

ると判断していることから、通常は製商品が顧客に検収された時点で収益を認識しており

ます。国内の販売においては、出荷時から顧客による検収時までの期間が通常の期間であ

る場合には、出荷時に収益を認識しております。また、収益は顧客との契約において約束

された対価から返品、値引き及び割戻し等を控除した金額で測定しております。控除した

金額のうち得意先に支払われる割戻しや販売奨励金等のうち支払いが確定しているもの以

外については、契約内容や過去の実績値等を考慮し、重要な戻入が生じない可能性が高い

範囲で見積り計上しております。

取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれ

ておりません。

－ 15 －
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現金及び預金（定期預金） 125,000千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 29,494,440千円

ゼリア共済会（従業員）借入債務保証 80,000千円

㈱ゼービス借入債務保証 1,540,800千円

計 1,620,800千円

(1) 短期金銭債権 391,749千円

(2) 長期金銭債権 205,084千円

(3) 短期金銭債務 1,484,790千円

(4) 長期金銭債務 11,971千円

(1) 売上高 715,538千円

(2) 仕入高 7,214,651千円

(3) 営業取引以外の取引高 1,962,330千円

5. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。

(2) ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている

為替予約等については、振当処理を行っております。

（貸借対照表に関する注記）
1. 担保に供している資産

本資産は、医薬品の製造販売に係る契約金及び技術指導料契約債務の担保に供しておりま

す。

3. 偶発債務

4. 関係会社に対する金銭債権及び債務

（損益計算書に関する注記）
1.　関係会社との取引高

2.　関係会社株式評価損

　Pharmaceutical Joint Stock Company of February 3rd の業績が事業計画を下回っており

実質価額が著しく低下していると判断した結果、同社関係会社株式の簿価を実質価額まで減損

処理し関係会社株式評価損（1,076,000千円）を特別損失に計上しております。

－ 16 －
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株式の種類
当事業年度期首の
株　　 式 　　数

当事業年度増加
株　　式　　数

当事業年度減少
株　　式　　数

当事業年度末の
株　　式　　数

普通株式(株) 9,038,982 372 － 9,039,354

単元未満株式の買取りによる増加 372株

賞 与 引 当 金 216,031千円

貸 倒 引 当 金 2,478千円

研 究 開 発 費 123,252千円

減 価 償 却 超 過 額 93,466千円

返 金 負 債 191,332千円

関 係 会 社 株 式 評 価 損 364,862千円

繰 越 欠 損 金 135,583千円

そ の 他 394,896千円

繰 延 税 金 資 産 小 計 1,521,902千円

評 価 性 引 当 額 △677,214千円

繰 延 税 金 資 産 合 計 844,688千円

前 払 年 金 費 用 △1,299,424千円

その他有価証券評価差額金 △883,236千円

繰 延 税 金 負 債 合 計 △2,182,660千円

繰 延 税 金 負 債 の 純 額 △1,337,972千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の数に関する事項

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

（税効果会計に関する注記）
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

繰延税金負債

－ 17 －
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属　性
会社等の
名　　称

議決権等の
所有(被所有)

割　合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科　目
期末残高
(千円)

子会社
Tillotts 
Pharma AG
(注)1

所有
直接100％

役員の兼任
半製品の仕
入等

資金の貸付 △4,077,680
関係会社
短期
貸付金

11,418,560

関係会社
長期

貸付金
3,358,400

利息の受取 269,119
流動資産
その他

（未収金）
81,338

子会社
㈱ゼービス
(注)2

所有
直接100％

役員の兼任
土地・建物
の賃貸借等

銀行借入に
対する債務
保証

1,540,800 ― ―

保証料の受
入れ

3,209
流動資産
そ の 他
(未収金)

3,209

子会社

Pharma

ceutical 

Joint Stock 

Company of 

February 

3rd(注)3

所有

直接77.89％

製商品の

仕入・販売等

資金の貸付 1,288,000

関係会社

短期

貸付金

3,276,000

利息の受取 18,690
流動資産
その他

（未収金）
12,990

（リースにより使用する固定資産に関する注記）
　貸借対照表に計上した固定資産の他、主として医薬品事業における生産設備、研究設備等の

一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

（関連当事者との取引に関する注記）

取引条件及び取引条件の決定方針

（注）1. Tillotts Pharma AGに対して資金の貸付を行っているもので、金利等の取引条件は

市場金利等を勘案の上、決定しております。なお、資金の貸付の取引金額は当期首

残高からの純増減額を表示しております。

2. ㈱ゼービスの借入金（当事業年度末残高1,540,800千円）に対して債務保証を行っ

ているもので、年率0.2％の保証料を受入れております。なお、取引条件は市場実

勢等を勘案の上、決定しております。

3. Pharmaceutical Joint Stock Company of February 3rdに対して資金の貸付を行っ

ているもので、金利等の取引条件は市場金利等を勘案の上、決定しております。な

お、資金の貸付の取引金額は当期首残高からの純増減額を表示しております。
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1. １株当たり純資産額 908円24銭

2. １株当たり当期純利益 37円12銭

（収益認識に関する注記）
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針に係る

事項に関する注記」の「4.収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

（１株当たり情報に関する注記）

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

（その他の注記）
貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表に記載の金額は、千円未満を

切り捨てて表示しております。

－ 19 －
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